







は じ め に
日本版 ビッグバ ンのフロン トランナー としての改正外為法が1998年4月発
足 した。
1996年11月橋本内閣が急遽発表 した六つの改革の一つ,金 融 システム改革
(所謂 日本版 ビッグバ ン)に ついては,そ の後金融制度調査会 ・証券審議会w
保険審議会の検討 を踏 まえ,1997年6月13日付 け金融システム連絡協議会の
「金融 システム改革答申」として具体化が提案 され,そ れに基づ き,各 種の関
係法案が制定 され,ま たは制定が予定されている。改正外為法はその最初の
施行 と言 う意味で フロン トランナー として位置付けられた。
外為法は戦後 日本の外国為・替 と貿易 を管理するために1949年に制定 された。
当初は乏 しい外貨を日本復興に有効活用するために 「原則禁止,例 外認可」
の内容であった。後 に日本経済の発展につれて諸外国か らの要請 もあ り,徐
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徐 に自由化 し,1980年に 「原則自由jの内容 に変更 したが,「事前届 け出,認
可」の取引がかな りあ り,実務上煩項で且つ緊急取引に間に合わない状況 も
あ り,今 回経常取引についてはほぼ完全自由化の制度に変更のこととなった
経緯がある。
外為法改正 を契機に,日 本の金融制度全般 を一挙 に欧米先進国並みに大改
革 を行 う展望 を示 した政府の動 きに,財 界,業 界,学 界,ジ ャーナ リズムを
あげて一斉に 「ビッグバ ンyビ ッグバ ン」 と大騒 ぎになった ことは周知のと
お りである。筆者 は1998年3月神奈川大学経営学部 『国際経営 フォーラム』
第9号 に 「日本版 ビッグバ ンの背景,影 響,問 題点,今 後の展開について」
の小論文 を発表 したが,そ れは 「ビッグバ ンは果たして日本経済の健全 な発
展に貢献す るのか?」 という若干批判的な観点か ら纏 めた ものである。本稿
はその継続 として位置づけられる。
さて,本 論 に入 る前 に,筆 者は1998年4月新外為法施行後,関 係業界等 に
どのような変化があったのか,新 聞,雑 誌は勿論,銀 行,商 社,証 券,メ ー
カーなどの関係者に会い,実 情を調査 してみたが,1年 弱を経過 した今の時
点では事前に大騒 ぎした ことが信 じられない程静かに推移 している。
新聞や雑誌 は,外 為法施行後 は トピックス性 もないか ら採 り上げないのか,
各企業が深 く潜行 して対応 を検討 していて見えないのか,そ れ とも,当面の
日本長期信用銀行問題 の処理等銀行の不良資産処理,経 済全般の不況,各 企
業の リス トラ対策,世 界の株式 ・為替市場の乱高下 ・混乱等 目前の火の粉 を
払 うのが精一杯 で外為法改正対応 に手が廻 らない状況 なのかいろいろ事情が
あるのか も知れない。ただ,一 方で着実に先見性をもって対応を検討 してい
る企業 も見 られるの も,注 目すべ きである。
このような状況下,現 時点で一度冷静に外為法の改正の具体的中身,今 後
の影響 について改めて考究することは意味あるもの と思い,本 稿 を纏めるこ
ととした。私 自身,戦 後貿易再開直後か ら,銀行で外国為替業務 に長 らく従
事 した経験 もあ り,身近な問題で もあるので,そ の経験 も踏 まえ私の考えを
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述 べ てみた い。
第1章 改正外為法の骨子
改正外為法の影響や今後の展開 を考究する場合,法 律の原典 は勿論,起 案
の経緯,起 案当局の意見などにつ き正確 に把握することか ら始める必要があ
る。その観点か ら改正外為法の骨子につき見直 してみたい。 とい うのは,書
店に出されたビッグバ ンに関する多 くの書物の中には,外 為法の中身の理解
なしに書かれているもの もかな り散見 され るか らである。
1.外 為法の歴史
外為法 とは1949年,「外国為替及び外国貿易管理法」として発足 した。当時
は第2次 大戦直後に当 り,日本は廃塩の中か ら漸 く経済復興 の端緒についた
ばか りの頃で,日 本の対外貿易や為替管理 はすべて連合国総司令部の管理下
に置かれてお り,貿 易や外貨の運用 はすべて国が集中管理する状況であった。
従 って法律体系 も 「原則禁止」を前提に して例外 として政令や大蔵省令で部
分認可の建前であった。輸出入,送 金取引は外国為替銀行 を経由 し,当 局の
認可 を条件 に行われた。外為法は難解 という定評があったが,筆 者の経験か
らも外為法のみでは解決せず,膨 大な政令を播 きなが ら業務 を行 った ことを
思い出す。
1950年,「外資に関する法律」(外資法)が 制定 された。同法 は外国資本の
対 日進出対応 と保護 を中心 としてお り,そ れにより戦後 日本の経済復興 に深
く関係 した多 くの外国企業が日本 に進出 し営業を展開 した。その主な企業 は





1977年から1978年にかけ,日 本の国際収支が大幅な黒字 とな り,国際経済
面での摩擦がお こり,さ らに米国やEC諸 国 との経済交渉で外国為替管理制




本的部分 はほ とん ど実現 されたと見 られている。大 きな違いは「事前届け出」
制度 を採用 していることであったが,実 質はほ とん ど認められていた。 この
点が後述の影響を考 える場合に注 目すべき点である。
1980年に改正された第1条 の 「目的」は旧外為法の 「目的」を大 きく変更





外国資金の最 も有効な利用を確保する為 に必要な外国為替,外 国貿易及びその
他の対外取引の管理を行い,も って国民経済の復興 と発展 とに寄与することを
目的 とする。」
とあ り,更 に第5章 第27条で
「この法律の他の規定又は政令で定める場合をのぞいては,何人 も,本邦におい










今回の改正外為法は前述の通 り1980年の改正 の目的に従 い,よ り徹底 した
規制緩和,自 由化 を推進 したものである。
改正案立案の大蔵当局の発表による と,改正の背景 として次の4点 が挙げ
られている。
① 国際金融取引のグ ローバル化 ・エ レク トロニクス化の進展
② 欧米先進諸外国における外為制度の自由化の進yア ジア市場の台頭
による競争の激化
③ 思い切 った規制緩和 を通 じた我が国金融 ・資本市場の一層の活発化,
空洞化懸念への対応
④ 「経済の基礎 をなす金融システム改革」(総理指示)
これは,当 局の表向 きの表現であるが,背 景 はもっと深 く分析する必要が
ある。
外為法改正の契機 はやは り1996年11月,橋本内閣が突如提起 した六つの改
革の重要な柱である金融 システム改革の__,.環と見 るのが 自然だろう。 そして,
上記①～③ の背景 もあ り,米欧の強大な多国籍金融機関の要請 を受 けたG7
首脳の強力な圧力が最大の背景であろうと思われる。そうでなければ日本の
政治経済 を大 きく変 える六つの改革が突如 として出て くる必然性 はない。そ
の証拠にことあるごとに米国首脳が来 日した り,声 明を出 して日本の経済政
策 に種々要請 を行っている経緯か ら見て明白である。 この点 は外為法改正の
影響の章でさらに触れたい。また,英誌Economistが橋本声明か ら半年以上
もビッグバ ンについて全 く無音であったのを見 ると,そ の間の日本のジャー
ナ リズム等の騒 ぎようとは対照的に,欧 州の金融界 は当初はあまり関心がな
かったのではないか と思われる。 なお,同 誌は1997年6月28日付 けで 日本版
ビッグバ ン特集を纏めて出し,ビ ッグバ ンは必要か もしれないがよほど頑張
らないと成功 しないと警告 を発 しているの も参考 となる。
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新法律の骨子 につき簡単 に纏 めてみることとしたい。
r
(1)題名の改正
題名 を 「外国為替及び外国貿易法」 と改正 し,旧 法の 「管理」を削除した。




ICカー ド型電子マネー,イ ンターネ ット利用電子マネーは欧米の先進
金融機関が導入済みであ り,我 が国で も都市銀行を中心に関係官庁,業
界 と共同で実験中であり,将 来を展望 した場合に適用対象 としては当然
と言えるが,電 子マネーは貨幣であるか という基本的な問題 は法制的に
も検討が必要であろう。
② 外国為替相場の項 目の改正
第7条 ③項 に 「大蔵大臣は,対 外支払手段の売買等所要の措置 を講ず
ることによ り,本邦通貨 の外国為替の安定に努めるもの とする。」と改正
し,緊 急時の市場介入を明記 したのは注 目すべき項 目である。
(3>「第2章 外国為替公認銀行及び両替商」の全廃
旧法第10条(外国為替公認銀行 の認可等),第14条(両替商)を 含む全章を
削除 し,外 国為替公認銀行,両 替商の両制度 を廃止 した。 これにより外貨の
集中義務 はな くな り,外国為替は誰で も自由に取引 も出来 るし,ま た業務 と
して営業 も可能 となった(た だ し,一 定金額以上の報告の義務 は存置 され
る)。
これは大 きな改革でジャーナ リズムや学者等の間で新規業者の参入の問題
が騒がれてお り,その影響については注視す る必要がある。 また外国為替業
務 を行っている銀行に とって もかな りの変化が予想 される改革である。
さらに,外 為銀行の外貨の持高規制 も自動的に撤廃 されるので,為 替取引




旧法では外貨の支払 いや受取 りは外為銀行に集中義務があ り,外為銀行 を
経由しない場合 は大蔵大臣の許可を要 したが,新 法では一般取引については
事前許可や事前届 け出を廃止,完 全 自由化に変更,「事後報告制」のみになっ
た。
これにより,従 来認可制であった下記取引が自由になった。
① 居住者の海外における預金受払い,証 券売買,貸 借取引等
② 内外拠点間の債権債務のマルチネッティング,相 殺
ただ し,「有事規制」については,
① 「我が国が締結 した条約 その他の国際約束を誠実に履行す るため必要
があると認 めた とき,又 は国際平和のための国際的な努力に我が国 とし
て寄与するため特に必要があると認めるとき」
② 「我が国の国際収支の均衡 を維持するため特 に必要があると認め られ
るとき」
には,許 可を受ける義務 を課 している。
(5)「第4章 資本取引等」の自由化
ω 許可 ・届出制の原則廃止
一定の限 られた業種 を除 き経常的な取引 については100%自由化 した
。
従って内外に亘 る資本参加,合 弁,買 収等が 自由に行 えることとなった。
(ロ)有事規制の規定整備
資本取引についても次のように有事の場合の規定を明確にしている。
① 我が国の国際収支の均衡 を維持することが困難 になること
② 本邦通貨の外国為替相場 に急激な変動 をもた らす ことになること
③ 本邦 と外国 との間の大量の資金の移動により我が国の金融市場又は資
本市場に悪影響 を及ぼすことになること
上記の場合,「政令の定 めるところによ り,当該資本取引 を行おうとする
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居住者又は非居住者に対 し許可 を受 ける義務 を課す。」 と規定 している。
本条項は 「今後の展開」の章で触れるが}注 視すべ き点である。
(6)「第5章 対内直接投資」の自由化
1992年に日米構造協議iに基づ き一部制限業種 を除 き原則 自由に法体系を変
更 したのでその まま継続。制限業種の削減 については今後の課題 に任 された。
(7)「第6章 外国貿易」
1949年に 「原則 自由」の法制 を制定 したので旧法のまま存置。
(8)「第6章 の2報 告等」の強化
今回の改正 によ り 「事前許可 ・届出制」から 「事後報告制」に全面的に変
更 されたのに伴い,報 告 については第55条を新たに設 け要報告項 目をリス ト
アップし,罰 則規定 も設 け強化 された。
外国為替公認銀行,両 替商が廃止されたにもかかわ らず,銀 行 ・郵便局 ・
両替商 を営む業者 は取 り扱った顧客の外国為替取引については一定金額以上
につ き報告の義務が課 されている。 これら業者 を経由せずに直接取引をした
ものにも報告の義務が課 されている(こ の点は一般個人 は注意を要する)。
なお,報 告については,オ ンラインでのコンピュータを通 じたデータ報告
も受 け付 けられること,電 子マネー も報告対象になっていることなどが新た
に追加 された。
3.日 本版 ビッグバ ン との関係
外為法 の改革 の骨子 は上記 の とお りで あるが,こ れ はあ くまで ビッグバ ン
の フロン トラ ンナーで あ り,ビ ッグバ ンの全体 を推進 す るために は,ビ ッグ
バ ン構 想の主要 な課題 と結合す る必要が あ る。 その主な課題 は次 の とお り。
① 独 占禁止法 の改正(金 融持株会社制度,純 粋持株会社制度 の創設,既
に実施済)
② 銀行 関係















ビッグバ ンは日本の金融システムの漕性化 を目指 し,Free,Fair,Globalの
3原則に基づ く金融改革であるがi上 記課題 は一部実施済の ものがあるもの
の,証 券委託手数料の自由化,保 険料の自由化 など先送 りの もの も多 く,現
在では外為法改正が フロン トランナーのまま,独 走体制 にある。
その間に,日 本の金融界は戦後最悪の不況の下,バ ブルの後遺症である不
良債権の重圧 に坤吟 し,あ わせて円安 ・株安の環境 も加わ り,未 曾有の経営
危機 に遭遇 してお り,さ らに北海道拓殖銀行の破綻,山 一証券の廃業,最 近
は日本長期信用銀行の破綻等恐慌的状況 に直面 し,現 在 もその火中にある。
「今はビッグバ ンどころではない。 まず目前の火の粉 を払 うべ きだ。」 とい う
雰囲気が充満 している。
しかし,一 方で ビッグバ ン旋風 を巧みに利用 した外国金融機関が この際 と
ばか り火事場泥棒的に日本マーケッ トに殺到 してお り,各金融機関はそれぞ
れに苦 しい中で もその対応に迫 られているのが今 日の我が国の金融界の現状
である。 さらにこのような状況下 にもかかわ らず,政 府は対処方法 も見 い出
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せず,肝 心の大蔵省 もやっと汚職問題が治まった ものの公的資金導入以外の
対策 もな く,ま してや今後の金融行政についての先見的な展望 も描 き出せな
い状況である。
このような状況下ではあるが,外 為法 は既 に施行 されて,そ の影響 も徐々
にで はあるが出始めている。羅針盤のない船の中で荒れ狂 う嵐を突いて光を
求め漕 ぎ出す企業 も多い ことだろう。本稿はこの ような状況下,外 為法は ど




改正外為法の影響 については,ビ ッグバ ン政策発表直後か ら多 くの人が新
聞,テ レビ,雑 誌,各 種セ ミナー等で意見を発表 している。起案当局の大蔵
省関係者 は勿論,金 融,財 界,学 界,ジ ャーナ リズム関係の人々が雨後の竹
の子 のようにさまざまな意見 を発表 している。一部覚 めた意見や反対の意見
はあるが,大 勢は実施 を前提 とした立場か ら,日本の金融システムやマーケ
ッ トが一大変革 をお こし,利 用者 はなんで もで きるので便利になると言 う点
を多岐 に亘 り細か く説明する一方,外 資の活発な進出に伴い,競 争激化 とそ
れに伴 う内外金融機関の提携,合 併,吸 収 を予測するとともにサービスの拡
充や改革 を唱 える人が多い。
これらのべ一ス となった と思われるのは,大 蔵当局で法律改正に携わった
湖島知高氏のまとめた 「外為法改正に伴 う直接的効果(主 なもの)」である。
内容 は参考 となるので下記に紹介す る。
外為法改正に伴う直接的効果(主 なもの)
(1)個人等の資産運用の多様化













① 外為法上の規制緩和によるコス ト削減 ・業務運営の弾力化
② 決済性のある外貨預金 ・外貨当座貸越し ・居住者間外貨送金
③ マルチネッティングをサポー トするCMSの 充実
(注1)マ ル乏ネ ッテ ィング とは,複 数 の海外拠点 や継続 的な取引先 との間 で,取
引の度 こ とに債権 ・債務 を決済 す る代 わ りに,一 定期間 内に発生 す る債権 ・
債務 をひ とまとめに して一定の時期 に相殺 し,残 高の決済 を行 う こと
(注2)CMS(キ ャッシュ ・マネジ メン ト・サ ー ビス)と は,銀 行 と取 引先の コン
ピュー タを通信 回線 で結 び,取 引先 は端 末の操作 によって,銀行 か ら口座情報 を
は じめ各種情 報 を リアル タ イムで とる こ とが で きるフ ァー ムバ ンキ ン
グの一形態
上記湖島氏が纏めた効果の項 目は,ウ エイ ト付けや順番 はいろいろ意見が
分かれるところであるが,一 応網羅 していると思われる。但 し,起 案当局の
立場からの意見であるので,バ ラ色に,且 つ総花的に描かれている。銀行や,
各ユ0ザ ー側 から見 ると,個別 に ドロ ドロとした,利 害が交錯する問題が多
い ことだろう。
また,上 記の内1980年に 「原則 自由」に改正後,事 前許可 ・届け出ではあ
るが実質 自由で,今 回事後報告に代わっただけのものが多い。湖島氏 自身 も
彼の編著 『1998年外為 自由化 とビッグバ ン』の中で,「現行法の下で も規制緩
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和 を これ まで大幅 にや って きてお り,私 どもとしては,今 回 の改正 は,こ れ
までやってきた規制緩和の最終段階,総 仕上げである。」 と説明 している。
しか しなが ら,外 為法は難解であ り,商社や大手 メーカーのように,常 時
大蔵省に申請や届 け出をしている0部 業者を除けば初めて自由化された と思
う人 も多 く,そ れ らの人にとっては初めて完全 自由化の効果があることとな
る。確かに外国為替公認銀行や両替商の廃止や,居 住者の海外取引の自由化
は画期的であ りその影響 は無視出来な く,現 に影響 は徐々にではあるが出始
めている。
以下,上 記項 目に従い当面の影響 と,今後考えられる影響について考えて
みたい。
1.個 人等の資産運用の多様化
ビッグバ ンの大 きな目玉が当初か ら 「日本の個人資産1200兆円」にあると
異口同音 に騒がれている。特に郵貯 を含 めた定期預金630兆円は米国や欧州
先進国に比 し,突 出してお り,欧米巨大金融機関の垂挺の的になっているの
は事実である。
現 に既 に次のような現象が一部 に出ている。
① 在 日外銀の「外貨預金勘定」への邦銀か らのシフ ト。特にCITIBANK
の外貨預金は好評であ り残高 も急増 している模様。
② 米国大手証券会社メ リル リンチは廃業 した山一証券の国内店舗 と従業
員を活用 し,個人客 を対象に投資顧問や投資信託のセールスを米国での
経験 を生か し,大 々的に展開中でiか な りの個人資産家が興味 を持ち始
めている。
③ 日本の大手都銀 を中心 に,1998年12月解禁の 「投資信託」業務を個人
客 を対象にセールスの展開をすべ く,行員の研修強化,新 種商品の開発
に取 り組んでお り,取 引先か らの照会が出始めている。
④ ある関西の中/j・企業でボーナスを米 ドルで支払った と新聞が報 じてい
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るが,こ れなどはビッグバ ンに便乗 したアイデア的従業員対策 として注
目を浴びた。
しか しなが ら,海 外で預金 した り,海 外で証券 を購入 した りする動 きはほ
とん どない状況であ り,今後 も当面 は次の諸事情で大 きなシフ トはない と思
われ る。
・海外金融機関 と直接連絡する語学力,経験 のある人 は少ない。
・海外金融機関 も安全 とは限 らず,個 別金融機関の信用度や特徴などを調
査することは困難である。 また,事 務処理能力の劣悪な先 も多 く,ト ラ
ブル処理が不安。
・従 って,国 内の外銀経由の傾向が強いが,在 日外銀の現陣容ではおのず
から事務処理 に限界 もあ り,ま た,一 定金額以上の制約 を設 けている銀
行が多 く,多数多額のシフ トは考 えられない。
・外貨預金は預金保険の制度対象外であ り,為 替 リスクもある。
それでは,日 本の都市銀行 の 「投資信託」 にシフ トするか とい うことにな
るが,こ れ も次の理由であまり期待 は出来 ない。
・日本の個人預金の動機は将来の生活のためが圧倒的に多い
。 さらに,リ
ス トラによる収入減,失 業の不安,厚 生年金 ・医療保険の改悪などで将
来に不安 を感ず る人が多 くリスクの伴 う投資の余裕 もな く,生活実感か
らも馴染 まない。
・大手都市銀行で も,北 海道拓殖銀行や長期信用銀行のように,突 如倒産
があ りうると思 う人 も多 く,また,投 資信託 は預金のように預金保険機
構の保証 もな くリスキ,_...である。郵貯の増大がそれを如実に物語 ってい
る。
・多 くの人は,銀 行が勧 めた 日産火災に代表 され る変額保険の被害を受け,
未だに,銀行に借金 を返 してお り,社会問題化 している現状では,「また
か」 との警戒感が先立ち,簡 単に応ずるとは思えない。 トップクラスの
某都銀でさえ変額保険で多大の損失 を受 けた人が多 くいるので,そ う簡
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単 に売れるとは思えない。
さらに,米国の ように,401Kの年金や株式投資にシフ トするか といえ
ば一般消費者 はバブル時の証券投資の苦い経験 をしている人 も多 く,た
とえ大手証券会社が勧誘 しても直ちに応ずるとは思 えない。
・1998年9月6日の朝 日新聞は 「ビッグバ ンか ら生活守れ」の見出 しで働
く人たちの情報セ ミナーの記事を掲載 し,新 種商品の リスクなどにつき
自衛のために,学 ぶ動 きを報 じてお り,新種商品の販売 も速効 は期待で
きそうにない。
以上のように考えて くると,外 為法改正や ビッグバ ンは一般個人の消費者




支払い,受 け取 り,移動が通常取引については完全 に自由化 された ことであ
る。
これは,海 外各地に進出 している商社,メ ーカーに とっては資金管理の効
率化の観点から,種 々検討がなされている。
筆者が銀行,商 社,メ ーカーの方々に照会 した り,新 聞や,雑 誌 などで調
べた結果 に基づき纏 めた情報 は次の とお り。
(1)外貨預金を通 じた貿易関係の決済
従来 は輸出 ・輸入の決済は,為 銀集中義務のため,円 との交換 を行 ってい
たが,為 銀集中義務がな くな り,且つ上記のとお り内外における資金の運用
がで きるようになったので,海 外預金 を通 じた外貨での貿易決済が可能 とな
った。
しか し,日本本社か ら見た海外預金は,円 との関係では上記の為替 リスク
が伴 う他,資 金の管理 も時差の関係 もあ り,そ う簡単 にはいかないので,当
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面はあまり利用 されてない状況 にある。 むしろy従 来か ら利用されていた国
内の外貨預金利用の決済が より活発 に行われる模様 である。
但 し,業 種 によりかな りの差があ り,当面活発 に利用が見込 まれるのは大
手電気業界である。電気業界 は輸出 と輸入がかな りバ ランスが とれてお り,
外貨の売 り買いをそのまま相殺(マ リー といっている)出 来 るので,円 との
交換の為替手数料の往復節約が可能 となる。松下電気がグル0プ 全体 で取 り
組むことが新聞で紹介されている。
一方,自 動車業界のように,輸 出が主体の ところは外貨が常時余 るので為
替 リスクをカバーする専門の管理部門が必要 になるが,当 面は考 えない とこ
ろが多いようだ。 また,石 油業界のように反対 に輸入が圧倒的に多い ところ
は,常 時外貨の手配が必要で,そ のための体制が必要 とな り,当 面 は自社 に
よる管理は困難な状況にある。銀行情報で も3自 動車業者や石油業者 は従来
どお り銀行経 由の外為取引をしている由。中小の輸出入業者やメーカーも自
前での外貨運用は社内体制的にも無理であ り,当面は従来 と同 じくほとんど
銀行経由のようである。
(2)ネッティング ・グローバルCMS
日本の総合商社,メ ーカー及び関連下請会社,金 融会社 などは世界各地に
営業拠点 を展開している。各地 には現地のそれぞれの拠点の銀行 口座 を持 っ
ている。従来はそれぞれの支店で資金管理 を行ってお り,必 要に応 じて本社
との間で資金振替 を行ってお り,全社的には極 めて非効率であったがa今 回
の改正では,外 為法上では本社が全世界を統一的 に管理,運 用することが可
能になった。
従 って,多 くの会社で全世界の資金運用を効率化すべ く,検討 を開始 して
いるが,そ のためにはグローバルベースでのネ ッティング,CMSシ ステム
が必要である。残念なが ら,日本の大銀行でさえ,こ のようなコンピュータ
と通信 システムは欧米先進国に比 し,10年以上のお くれがある。 日本の大企
業 は前々か らこのようなシステムを望んでいたが,漸 く上位都銀で独 自のシ
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ステムの提供が可能 となったばか りである。 しか も先進的なCITIBANK,
CHASEBANK等と比べると機能的にも,カバーする国の数で もかなり劣勢
をまぬかれない。関連企業では,従 来の取引関係で止むをえず,邦 銀 を使 う
場合 と,進 んだ外銀 を使 う場合に分かれている状況である。特 に,全 世界で
の米 ドル利用が多い中で,米 ドルの効率的な運用のために,ニ ュー ヨークの
銀行の勘定 を使用する傾向があ り,こ の場合現地決済システムとのインター
フェイス機能が格段 に優れている米銀利用の傾向が強い。
3.商 社等の金融機能強化
今回の改正で,商 社や大手 メーカー等は海外で金融機関の設立,買 収が 自
由になったので,総 合的な収益向上 と本来業務の円滑な運用のためにも,金
融機能強化のための検討を開始 している。 とくに総合商社 は,従 来か ら各地
のプロジェク トファイナンス等で金融業務 を行 っているので,そ の傾向は強
い。現に,丸 紅等 はフィリピンに合弁銀行 を設立 している。
また,海 外での外貨貸付け,取 引先 との外貨売買等 も,一部従来か ら実施
していた(許 認可ベースで)も のが,よ り活発化 されることが予想 される。
いずれにしても,こ れらの多 くは,従 来 も許認可べ一スで必要なものは実
施 してお り,改正後 は報告べ一スでや り易 くなった ということである。
4.金 融機関への影響
大蔵当局の発表 している効果 としては 「金融機関のビジネスチャンスの拡
大」 とあるが,メ リットだけでな くデメ リッ トも多いので掲題の表題 とした。
法制的に大 きく影響があるもの として外国為替公認銀行の廃止,両 替商廃
止,対 外支払いの自由化の3点 であろう。以下 これ らによる影響 につ き検討
してみたい。
改正外為法の金融機関に与 える影響 を大別すると次の とお り。
(1)外国為替公認銀行の廃止
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これは,公 認銀行の看板がな くな り,公 認銀行 としての条件 ・義務 もな く
なるので,そ の意味では制度上 の負担がな くなる。外国為替公認銀行 は,都
銀,地 銀,第2地 銀,信 用金庫,信 用組合,農 協,在 日外銀等,約350あった
が最近の傾向 としては,各 金融機関の業務方針にバ ラツキが出て来ている。
① 全店で一斉 に外為業務 を強化す る。
② 本店 または一部大店 に集中 し,ほ とん どの店は取次のみを扱 う。
③ 外為業務か ら撤退す るか,大 手都銀 に委託する。
上記傾向は何 も改正外為法が主因で出て来た ものではなく,背 景にはBI
S規制 ・不良債権 の重み ・競争激化の環境下,自 らの選択か,や むをえない
ものかによるもので,外 為法改正 はその端緒 を与えた と言 った方が正確であ
ろう。
制度的には,銀 行業務 として外国為替 を取 り扱った場合は,新 法で も報告
の義務があ り,且 つ本人確認の義務 も生 じたので事務上 は若干煩環になった
と窓口担当者 は言っている。 しか も,報 告先が所在地の税務署であ り,受 け
取 った税務署が膨大な報告書 をどうい う方法でどこまでチェックしているか
疑問であると感想を洩 らす担当者 もいる。
なお,だ れで も外為業務がで きるようになったが,今 の ところ新たな動 き
はないようである。考 えられる理由 としては,外 為業務 は多岐 にわた り,か
な り専門性 と経験 を要 し,且 つ,コ ンピュータシステムなど設備投資 もあ り,
一朝一夕で出来 るものでないことによるもの と思われる
。
都銀の外為センターによれば改正後業務 のボ リュ0ム,中 身にはさほど変
化 はないようである。但 し,今 後長 い目で見ると各金融機関の競争激化 によ
り,そ れぞれには量質 ともに変化が生 まれて来 るだろうとの ことである。
(2)両替商廃止




からは回避 したい業務であり,余 り力を入れていない業務でむしろ銀行に と
っては両替商がた くさん出来た方が望 ましい状況である。 しか し,あ まり出
て来ていない理由は日本の外貨の受払 い状況にある。受けと払いの比率では
圧倒的に払いが多 く,銀行は多額の保険料 を払 って,米 国他各国か ら貨幣 を




コス ト面では次 の影響が出始めている。 もっ ともこれ も外為法改正のみの
影響 と言 うよりも,外銀の攻勢や邦銀同士の競争,顧 客の要請などによる複
合的要因か らである。
① 諸手数料の減少:送 金手数料,輸 出 ・輸入関係手数料等に引下 による
収益減の影響が出て来ている。特 に送金手数料の減少は大 きい。
② 人件費他経費=貿 易関係報告で0部 軽減 されたが,人 員その他経費 は
外為法関係ではあまり変わらないようである。
(4)コンピュータシステム面 の影響
前述のネッテ ィング,CMS等 海外における顧客の資金運営 に関するシス
テムの要請 は厳 しいが,こ れに応 えられる銀行 は大手の都銀に限 られる。 し
か も外銀の攻勢 もあ り,苦戦 している。今後,こ れに加 え,世 界の通貨の リ
アル決済システム(CLS)が1991年稼働 をめざし,先 進国の約60行の出資
でスター トしたが,邦 銀の数行が参加 を希望 している。 この決済 システムに
参加するか否かが,国 際業務における優劣決定に大 きな影響 を与 えると思わ
れる。 しか し,一 方で膨大なシステム投資負担 もかかるので躊躇する銀行 も
あ り,又格付 け機関の評価が低いため参加が困難 な銀行 もある。
5.そ の他 の影響
4月の改正外為法実施後,最 大の変化 と言えば大蔵当局の予想 とは別に,
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東京の外為マーケッ トと株式市場 における外資を中心 とした大口資金の動 き
による危機的な乱高下であろう。外資は何で も自由になった という認識の下
で活発に対 日進出や日系企業 との提携を強化 してお り,新 聞 を賑わせている。
見方によればこれが隠れた真の背景であり,影 響かもしれない。 日本企業の
活性化の前に,外 国企業に活性化を もたらした結果 となった と言 える。
第3章 今 後 の 展 開
以上,第1章 で改正外為法の骨子,第2章 でその影響 を検討 してきたが,
今後の展開を見 る場合,単 に改正外為法のみに焦点を当てて見 ることでは不
十分であろう。外為法が ビッグバ ンのフロン トランナーである点 より,ビ ッ
グバ ンとの関係や現在の世界外為マーケッ トの混乱 と危機的状況 を念頭 にお
いて,今 後我が国 としてどのような展望 を持 って取 り組 むべ きかについて
,
私見 を交 えて述べてみたい。
日本版 ビッグバ ンは東京市場の活性化のために,Free,Fair,Globa1をモ ッ
トーに,大 幅な規制緩和,自 由化 を目指 し,目 下残 る課題 をフォローア ップ
中であ り,既定の方針 として動いている。
しかしながら,東 京マーケ ッ トは外為法改正後,一 層激動の様子 を呈 し,
円や株の相場 は危機的なまでに乱高下 している。皮肉な見方 をすれば,ビ ッ
グバ ンが目指 したマーケッ トの活性化はある一面では達せ られた とも言 える。
ただ し,日本の金融機関のGlobalな展開 と活性化の方向ではな く,混乱 と滅
亡 の危機 を もた らし,.__.方で外 資,就 中米 国ヘ ッジフ ァン ドと外資金融機 関
の活動 の場 を,手 を こまぬ いて提供 してい る状況 とも言 える。 さらに,世 界
の金融史上例のない超低金利政策(年0.15%はもはや定期預金 とは言 えない)
を米国の強い要請で続行 し,庶 民 には生活上の不安を与 えている。反対 に,
大手ヘ ッジファン ドには,低 利率でアジアやロシアへの投機資金 を供給する
役割 を果たしている現状 にある。
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1998年9月19日の朝 日新聞によれば,米 国財務省 は 「日本の国会で与野党
が合意 した 『金融再生関連法案』について,13兆円の金融機関に対す る公的
資金の注入を廃止す ることになった点 を重 く見てお り,日米首脳会談でそれ
に代 わる対応策 を求めてい く方針Jと 報 じているが,そ の後決定 した預金保
険機構用資金17兆円を加 えて60兆の公的資金の投入 自体,総 予算70兆しかな
い日本の財政か らは破産状態 と言 える。 しか もそれがまわ りまわって米国ヘ
ッジファン ドや大手金融機関にまわってい くようでは,何 のための公的資金
投入か理解 に苦 しむ。





菱銀行頭取が 「銀行界全体 としては不良債権処理 は自力で出来る」 と証言 し
ている。
日本の銀行 は資産量,規 模か ら見て世界一流の銀行が多いのであるか ら,
米国の格付 け機関の評価のみで一喜一憂することな く腰 を落 ち着けて対応す
べ きである。
また,次 に述べる課題で提起 している外為市場や株式市場での極端な大 口
投機資金の規制 も,不 良資産 に悩む銀行対策 として併せて行 うべ きである。
2.極 端な投機資金の規制
改正外為法では,第4章 で 「本邦 と外国 との間の大量の資金の移動により,
我が国の金融市場 または資本市場 に悪影響 を及ぼす」場合,有 事規制 として
許可制 を命令 出来 る伝家の宝刀 を用意 している。今 こそ,そ れを発動すべき
時である。 ビッグバ ン政策が米国当局の強い要請で始まった とはいえ,何 も,
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ヘ ッジファン ドや外資が市場 を荒 らし回ることを奨励 している訳ではないだ
ろう。
自由化 も規制緩和 も,多 数国民の利益 を促進するための ものであ り,一 部
の特定の組織や,企 業のための ものではない筈である。規制緩和反対は資本
主義の原則に反するという意見 もあるが,「後 は野 となれ山 となれ」式の自由
化な らば,し ない方が ましである。現 に,ア ジアやEU諸 国の中にはヘ ッジ
ファンド規制の動 きが出てお り,決 して,日 本が孤立することにはならない
と思、う。
1998年9月21日付 け朝 日新聞社説で,「不必要な規制 は大胆 に撤廃すべ きだ
が,だ からといって,ど んな分野で もやみ くもに国際ルールに合わせた り,
自由化 した りすればよい というわけではない。国際通貨基金(IMF)の 求
めに従 って金融 自由化を断行 したタイは,短 期資本の激 しい流出入に見舞わ
れた。バ ブルの発生 と崩壊 を経験 し,あ げ くに通貨危機 を経 て経済そのもの
が危機にある。規制 を緩和するだけでは,か えって市場 を不安定 にしてしま
う場合 もあることは,学 んだ方がいいだろう。」と述べている。 ビッグバ ンを
後押 ししたジャーナリズム もここにきて反省 していることが うかがえる。
3.日 本社会の透明化,GLOBAL化
海外か らの日本の評価が急激に低下 しているのはなにも経済だけが原因で
はない。むしろかな りの原因が日本社会の非近代性,不 透明 さにある。野村
証券の総会屋事件に端 を発 して四大証券の恥部が明 らかになるとともに,そ
こに不正融資 した第一勧業銀行問題 に飛び火 し,さ らに銀行界 と大蔵省 との
一大汚職事件 に まで発展 した ことは
,い か に日本社会 が不 透明 であ り,
Globa1でないかを如実に示 している。最近では政官財の癒着発覚が防衛庁に
まで及んでいる。世界か ら見たら 「またか」 と軽蔑の眼が強 まるばか りであ
る。
ビッグバ ンで如何にFairなマーケ ットを標榜 して も,マー ケッ トの主役が
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このような状況では世界か らまともに信用されないだろう。 日本はビッグバ
ンの前 にまず社会の奥深 く根ざしているこの病根の除去か ら出発すべきであ
る。 この意味で政権党 と政府の責任 は重大であり,自 ら衿を正す ことか ら始
めるべきである。
4.日 本経済 ・金融の発展の方向
上記の他 日本経済 ・金融の今後の発展 を展望する場合,次 の諸課題の推進




・史上未曾有の超低金利政策の見直 しと,適 性な預金金利の適用 と優遇策
の検討
・将来の不安 をな くすための,健 康保険 ・厚生年金等の福祉増強を図 る
・世界 に例のない超長時間不払い労働 の廃止 と雇用増進策の推進
・不況の契機 となった消費税の撤廃又 は減額
・これ ら,諸 政策推進のための国家財政支出の見直 しと効率的な再配分の
検討
② 日本の金融機関の体質改善
安易な公的資金依存ではな く,銀行 自身が 自ら自信を持って立ち上が る方
策 を具体的に推進すべ きである。
・明治以来培ってきた銀行本来の業務の再確認 と良い伝統の継承




・取引先 とともに栄 える顧客指向に徹 した経営
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(3>ビッグバ ン諸施策の見直 し
ビッグバ ン諸政策のうち,今 後予定されている政策 については既定方針 と









れない ことであり,そ れだけにその対応が必要 となってきている。従来の基
軸通貨である ドルの安定のための協調体制は,1999年か ら始 まるEUROの 誕
生 によ り,新 たな時代 を迎 えようとしている。円が世界でどのような展開に
なるかは日本 にとっては重要な課題であろう。 日本 としては次の課題を追求
す ることが必要であると思 う。
・日本 と貿易 ・資本関係の深いアジア諸国 との共存共栄の連携強化 とアジ
ア経済通貨体制の検討(従 来の米国主導ではな く)
・EU諸 国の社会民主党政権 の福祉民生重視政策の観点か らの通貨 ・市場
政策 を含む経済政策 との整合性 を持 つための必要な連携,共 同歩調の模
索
以上,改 正外為法実施後 においての世界及び日本の現状に基づ く日本の経
済 ・金融 とそれ らの基盤である為替政策 について考究 したが,紙 面の都合で















エ コノ ミス ト(毎 日新聞社)
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